
64

Ｑ
今
年
の
確
定
申
告
を
す
る
際
の
注
意
点
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ
こ
の
「
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
」
九
二
号
を
ご
覧
に
な
る
頃
は
、
ち
ょ
う
ど
確
定
申
告
の
時

期
だ
と
思
い
ま
す
。
今
回
は
、
今
ま
で
の
内
容
を
振
り
返
り
、
確
定
申
告
を
す

る
際
の
注
意
点
な
ど
を
ま
と
め
て
み
ま
し
た
。

【
所
得
税
の
計
算
手
順
に
つ
い
て
】

ま
ず
、
再
確
認
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
所
得
税
額
を
算
定
す
る
た
め
の
計
算

手
順
で
す
。

基
本
的
な
計
算
式
は
、

総
収
入

－

経
費
（
給
与
所
得
控
除
）
＝
所
得
金
額

（
所
得
金
額

－

所
得
控
除
額
）
×
所
得
税
率
＝
所
得
税
額

さ
ら
に
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
等
の
税
額
控
除
が
あ
る
場
合
に
は
、

所
得
税
額

－

税
額
控
除
額
＝
所
得
税
額
と
な
り
ま
す
。

（
詳
細
は
、「
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
」
八
七
号
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。）

身
近
な
税
金
相
談
（
第
六
回
）

確
定
申
告
の
注
意
点
に
つ
い
て

【
所
得
の
種
類
に
つ
い
て
】

所
得
の
種
類
に
は
、
給
与
所
得
、
雑
所
得
、
配
当
所
得
、
一
時
所
得
、
事
業
所
得
、

不
動
産
所
得
、
利
子
所
得
、
譲
渡
所
得
、
山
林
所
得
、
退
職
所
得
の
一
〇
種
類
の
所

得
が
あ
り
ま
す
。

こ
こ
で
は
、
こ
の
冊
子
を
読
ま
れ
る
方
の
多
く
が
該
当
す
る
で
あ
ろ
う
給
与
所
得
と
、

勤
務
先
を
定
年
退
職
し
た
場
合
な
ど
に
受
け
取
る
退
職
所
得
、
ま
た
、
平
成
二
〇
年

度
税
制
改
正
に
よ
り
変
更
と
な
る
上
場
株
式
等
の
譲
渡
益
課
税
（
譲
渡
所
得
）
の
三

つ
を
取
り
上
げ
た
い
と
思
い
ま
す
。

①
給
与
所
得
に
つ
い
て

給
与
所
得
と
は
、
俸
給
や
給
料
、
賃
金
、
賞
与
な
ど
の
所
得
を
い
い
ま
す
。
給
与

を
も
ら
っ
た
者
（
以
下
、
受
給
者
と
い
い
ま
す
。）
は
、
支
給
先
か
ら
源
泉
徴
収
票
が

渡
さ
れ
ま
す
。

給
与
所
得
の
源
泉
徴
収
票
は
、
給
与
の
支
給
先
が
受
給
者
に
対
し
て
暦
年
（
一
月

一
日
か
ら
一
二
月
三
一
日
）
に
お
け
る
給
与
総
額
と
源
泉
徴
収
さ
れ
た
所
得
税
額
（
以

下
、
源
泉
徴
収
税
額
と
い
い
ま
す
。）
な
ど
を
証
明
し
て
交
付
す
る
書
類
で
す
。
中
途

退
職
者
は
、
退
職
日
ま
で
に
支
給
さ
れ
た
給
与
総
額
と
源
泉
徴
収
税
額
が
記
載
さ
れ
、

一
年
を
通
じ
て
勤
務
し
て
い
る
者
は
、
そ
の
勤
務
先
で
年
末
調
整
と
い
う
も
の
が
行
わ

佐々木 良
税理士

【ささき りょう】1973年千葉県生まれ。
2001年12月税理士試験合格後、会計事務
所に勤務し実務経験を積み、2004年8月に
税理士登録。2007年8月に独立開業。法人、
個人の会計指導や税務業務を行っている。
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れ
た
後
に
、
源
泉
徴
収
票
が
渡
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。（「
源
泉
徴
収
票
、
年
末

調
整
」
の
詳
細
は
、「
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
」
九
一
号
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。）

②
退
職
所
得
に
つ
い
て

退
職
金
に
も
所
得
税
が
課
税
さ
れ
ま
す
が
、
退
職
時
に
一
時
に
受
け
取
る
退
職
一

時
金
と
、
年
金
形
式
で
受
け
取
る
退
職
年
金
で
は
、
所
得
の
種
類
が
変
わ
り
、
所
得

税
額
の
算
定
方
法
も
違
い
ま
す
。
退
職
一
時
金
で
受
け
取
っ
て
い
る
場
合
は
退
職
所

得
、
年
金
形
式
の
場
合
は
、
公
的
年
金
等
の
雑
所
得
ま
た
は
公
的
年
金
等
以
外
の
雑

所
得
と
し
て
所
得
税
額
を
算
定
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

退
職
所
得
の
場
合
の
算
定
方
法
は
、
勤
務
先
に
「
退
職
所
得
に
関
す
る
申
告
書
」

の
提
出
を
し
て
い
る
か
否
か
で
変
わ
っ
て
き
ま
す
。
提
出
し
て
い
る
場
合
は
、
退
職
一

時
金
の
受
取
時
に
所
得
税
の
精
算
は
終
了
し
て
い
る
た
め
、
原
則
、
確
定
申
告
は
不

要
で
す
。
提
出
を
し
て
い
な
い
場
合
は
、（
退
職
一
時
金
の
金
額
×
二
〇
％
）
の
金
額

が
源
泉
徴
収
さ
れ
ま
す
が
、
正
し
い
所
得
税
額
を
算
定
す
る
た
め
に
は
、
確
定
申
告

を
行
う
方
が
良
い
で
し
ょ
う
。

公
的
年
金
等
の
雑
所
得
の
場
合
は
、
退
職
年
金
の
支
給
先
か
ら
送
付
さ
れ
る
「
公

的
年
金
等
の
源
泉
徴
収
票
」
を
も
と
に
、（
収
入
金
額

－

公
的
年
金
控
除
額
）
＝
雑

所
得
の
金
額
を
確
定
し
、
こ
の
金
額
に
該
当
す
る
所
得
税
率
を
乗
じ
て
所
得
税
額
を

算
定
し
ま
す
。

一
方
、
公
的
年
金
等
以
外
の
雑
所
得
の
場
合
は
、
退
職
年
金
の
支
給
先
か
ら
送
付

さ
れ
る
書
類
に
収
入
金
額
や
必
要
経
費
の
金
額
が
示
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
多
い
た
め
、

こ
の
書
類
を
も
と
に
（
収
入
金
額

－

必
要
経
費
）
＝
雑
所
得
の
金
額
を
確
定
す
る
こ

と
と
な
り
ま
す
。
そ
し
て
、
こ
の
金
額
に
該
当
す
る
所
得
税
率
を
乗
じ
て
所
得
税
額
を

算
定
し
ま
す
。

③
譲
渡
所
得
に
つ
い
て

譲
渡
所
得
と
は
、
土
地
、
建
物
、
ゴ
ル
フ
会
員
権
、
株
式
な
ど
の
譲
渡
に
よ
る
所

得
を
い
い
ま
す
。
こ
こ
で
は
、
上
場
株
式
等
の
譲
渡
益
課
税
に
つ
い
て
説
明
し
て
い
き

ま
す
。

上
場
株
式
等
の
譲
渡
益
課
税
と
は
、
上
場
株
式
等
を
売
却
し
、
売
却
益
が
出
た
場

合
、
そ
の
売
却
益
に
税
率
を
乗
じ
て
所
得
税
額
を
算
定
す
る
も
の
で
す
。
上
場
株
式

等
の
譲
渡
益
課
税
は
、
平
成
二
〇
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
平
成
二
一
年
分
の
確
定

申
告
（
平
成
二
一
年
一
月
一
日
以
後
）
か
ら
税
率
が
変
更
さ
れ
ま
す
。

平
成
二
〇
年
分
の
確
定
申
告
（
平
成
二
〇
年
一
二
月
三
一
日
ま
で
）
は
、
譲
渡

益
に
対
し
て
一
〇
％
（
所
得
税
七
％
、
住
民
税
三
％
）
の
税
率
を
乗
じ
て
所
得
税
額

を
算
定
し
ま
す
。
平
成
二
一
年
分
の
確
定
申
告
か
ら
、
税
率
は
原
則
二
〇
％
（
所
得

税
一
五
％
、
住
民
税
五
％
）
に
な
り
ま
す
。
た
だ
し
、
平
成
二
一
、
二
二
年
分
の
確

定
申
告
（
二
年
間
）
は
、
譲
渡
益
の
金
額

が
五
〇
〇
万
円
以
下
の
部
分
に
つ
い
て
、
税

率
一
〇
％
（
所
得
税
七
％
、
住
民
税
三
％
）

に
据
え
置
か
れ
、
五
〇
〇
万
円
超
の
部
分
に

つ
い
て
は
、
税
率
二
〇
％
（
所
得
税
一
五

％
、
住
民
税
五
％
）
に
な
り
ま
す
。
平
成
二

三
年
分
の
確
定
申
告
以
後
は
、
税
率
二
〇

％
（
所
得
税
一
五
％
、
住
民
税
五
％
）
と

な
り
ま
す
。

上
場
株
式
等
の
譲
渡
益
課
税
に
つ
い
て

は
、
原
則
、
確
定
申
告
を
行
う
こ
と
に
な
り

ま
す
。
た
だ
し
、
確
定
申
告
が
不
要
に
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
そ
れ
は
、
特
定
口
座
を

設
け
、
か
つ
源
泉
徴
収
あ
り
を
選
択
し
た
場

合
で
す
。

特
定
口
座
と
は
、
証
券
会
社
ご
と
に
一
人

に
つ
き
一
口
座
し
か
作
る
こ
と
が
で
き
な
い

口
座
で
す
。（
特
定
口
座
を
開
設
で
き
な
い

証
券
会
社
も
あ
り
ま
す
。）
特
定
口
座
を
利

用
す
る
と
、
証
券
会
社
が
譲
渡
損
益
等
を
計

算
し
た
年
間
取
引
報
告
書
を
作
成
し
て
、
本

人
に
郵
送
さ
れ
ま
す
。
特
定
口
座
を
開
設
す

る
時
に
、
源
泉
徴
収
口
座
か
、
源
泉
徴
収

し
な
い
口
座
か
を
さ
ら
に
選
択
し
ま
す
。
源

泉
徴
収
口
座
を
選
択
す
れ
ば
、
証
券
会
社
が

（上場株式等の譲渡益課税の税率について）

期間 平成20年12月31日
まで

平成21年1月1日～
平成22年12月31日 平成23年1月1日以後

税率 10% 原則　20％ 20%

備考 特例　500万円以下10％
　　500万円超20％

（注：上記の税率は、金融商品取引業者を通して譲渡したときの税率で、それ以外の場合で譲渡したときの税
率は、20％（所得税15％、住民税5％）になります。）
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本
人
に
代
わ
っ
て
、
所
得
税
を
徴
収
し
、
税
務
署
に
納
付
す
る
仕
組
み
と
な
り
ま
す
。

源
泉
徴
収
し
な
い
口
座
を
選
択
し
た
場
合
は
、
証
券
会
社
が
作
成
し
た
「
年
間
取
引

報
告
書
」
を
も
と
に
本
人
が
確
定
申
告
を
行
っ
て
所
得
税
を
納
付
す
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

【
所
得
控
除
に
つ
い
て
】

所
得
控
除
に
は
、
扶
養
控
除
や
配
偶
者
控
除
、
医
療
費
控
除
な
ど
、
全
部
で
一
四

種
類
の
所
得
控
除
が
あ
り
ま
す
。（「
所
得
控
除
」
の
詳
細
は
、「
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
」
八
七

号
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。）

と
く
に
、
扶
養
控
除
と
医
療
費
控
除
は
、
こ
の
冊
子
を
読
ま
れ
る
方
の
多
く
が
該

当
す
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
が
、
こ
の
二
つ
の
控
除
は
次
の
点
に
気
を
つ
け
た
ほ
う
が

良
い
で
し
ょ
う
。

①
扶
養
控
除
に
つ
い
て

扶
養
控
除
は
、
扶
養
親
族
が
い
る
場
合
に
受
け
ら
れ
る
所
得
控
除
で
す
。
扶
養
親

族
と
は
、
生
計
を
一
に
す
る
配
偶
者
以
外
の
親
族
で
、
今
年
の
合
計
所
得
金
額
が
三

八
万
円
以
下
の
人
の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

例
え
ば
、
両
親
と
別
居
し
て
い
て
も
、
当
人
の
仕
送
り
で
両
親
（
父
・
母
）
が
生

活
し
て
い
て
、
合
計
所
得
金
額
が
三
八
万
円
以
下
な
ら
、
扶
養
控
除
の
適
用
が
受
け

ら
れ
ま
す
。
こ
の
場
合
で
、
当
人
が
確
定
申
告
を
す
る
場
合
、
両
親
が
扶
養
親
族
に

該
当
し
た
場
合
の
控
除
額
は
三
八
万
円
×
二
人
（
父
・
母
の
二
人
分
）
＝
七
六
万
円

と
な
り
ま
す
。
さ
ら
に
両
親
そ
れ
ぞ
れ
の
年
齢
が
七
〇
歳
以
上
の
方
（
昭
和
一
四
年
一

月
一
日
以
前
に
生
ま
れ
た
人
）
な
ら
、
控
除
額
は
四
八
万
円
×
二
人
（
父
・
母
の
二

人
分
）
＝
九
六
万
円
と
な
り
ま
す
。

な
お
、
扶
養
親
族
の
判
定
の
際
、
ア
ル
バ
イ
ト
代
等
の
収
入
を
考
慮
し
な
い
で
、

扶
養
控
除
を
受
け
て
し
ま
う
方
も
見
受
け
ら
れ
ま
す
の
で
、
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

配
偶
者
は
、
扶
養
控
除
を
受
け
ら
れ
る
範
囲
に
含
ま
れ
ま
せ
ん
が
、
配
偶
者
控
除
、

配
偶
者
特
別
控
除
と
い
っ
た
扶
養
控
除
と
は
別
の
控
除
が
あ
り
ま
す
。

②
医
療
費
控
除
に
つ
い
て

医
療
費
控
除
は
、「
親
族
」
で
「
生
計
を
一
」
に
し
て
い
れ
ば
医
療
費
を
支
払
っ
た

人
が
、
医
療
費
控
除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
両
親
と
別
居
し
て
い
て
も
、
当
人

の
仕
送
り
で
両
親
が
生
活
し
て
い
る
よ
う
な
ら
「
生
計
を
一
に
」
し
て
い
る
と
い
え
ま

す
。（「
医
療
費
控
除
」
の
詳
細
に
つ
い
て
は
「
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
」
八
八
号
を
ご
覧
く
だ
さ

い
。）

【
税
額
控
除
に
つ
い
て
】

税
額
控
除
に
は
、
配
当
控
除
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
、
政
党
等
寄
付
金
特
別

控
除
、
住
宅
耐
震
改
修
特
別
控
除
、
電
子
証
明
書
等
特
別
控
除
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

こ
こ
で
は
、
筆
者
が
相
談
を
受
け
る
こ
と
が
多
い
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
に
つ
い
て

取
り
上
げ
た
い
と
思
い
ま
す
。

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
は
、
所
得
税
額
か
ら
控
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
税
額
控

除
で
す
。
こ
の
税
額
控
除
を
受
け
る
場
合
、
一
年
目
は
必
ず
確
定
申
告
を
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。
確
定
申
告
を
受
け
る
場
合
、
法
務
局
や
市
役
所
で
書
類
を
取
り
寄

せ
る
必
要
が
あ
り
、
書
類
が
整
っ
て
い
な
い
場
合
は
、
確
定
申
告
書
を
作
成
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
前
の
所
得
税
額
が
〇
円
な
ら
、
住
宅
借
入
金
等

特
別
控
除
額
が
、
例
え
ば
一
二
万
円
あ
っ
た
と
し
て
も
、
こ
の
一
二
万
円
が
還
付
さ
れ

た
り
、
翌
年
へ
繰
り
越
さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

（「
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
」
の
詳
細
は
、「
Ａ
Ｌ
Ｐ
Ｓ
」
八
九
号
を
ご
覧
く
だ

さ
い
。）

【
提
出
期
限
に
つ
い
て
】

平
成
二
〇
年
分
所
得
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
は
、
平
成
二
一
年
三
月
一
六

日
（
月
）
で
す
。
提
出
先
は
、
自
分
の
住
ん
で
い
る
住
所
地
を
管
轄
す
る
税
務
署
に

な
り
ま
す
。

な
お
、
本
稿
は
原
則
と
し
て
、
平
成
二
〇
年
五
月
一
日
現
在
の
法
令
等
に
基
づ
い

て
作
成
し
て
お
り
ま
す
。


